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一般社団法人日本電子書籍出版社協会
◆はじめに
（中間まとめ１頁から２頁）
　小委員会で出版者への権利付与等について集中的な検討を進めてきた結果、同中間まとめに至りましたこと、嬉しく思います。
　中間まとめでは、「電子書籍をインターネット等を通じて配信することを「電子出版」と呼ぶ」と定義されています。しかし「配信する…」ことが「電子出版」という定義ですと、制作する者と流通させる者、つまり、現行法における出版者と現状の配信事業者等の役割が、全編を通して混同し、誤解を生む恐れがあります。
電子書籍における出版者の定義を本項で明確にする必要があります。
　現行の出版者とは、出版物の企画や編集・制作など、いわゆる作品作りから、流通にいたるまで、出版行為のすべてを、責任とリスクを持って行っている者であり、それは電子書籍においてその元となる書籍であれ、あるいは電子書籍書下ろしのいわゆるボーンデジタルであれ、同様であるはずです。
　現状で配信事業者と呼ばれる業態は、書籍流通でいえば書店や流通の機能のみを担う者で、この者は、電子書籍の元となる作品作りに携わっておりません。
　出版者への権利付与等についての集中的な検討において、「電子書籍をインターネット等を通じて配信することを「電子出版」と呼ぶ」のであれば、配信事業者も含む可能性があります。出版者と配信事業者が混同しないよう、両者を明確に区別する定義が必要です。
◆第４章　電子書籍に対応した出版権の整備について

　第２節　権利の主体・客体

　第２項　電子書籍に対応した出版権の主体の在り方
　（１）　権利の主体
（中間まとめ１９頁から２０頁）
　小委員会で出版者への権利付与等について集中的な検討を進めてきた結果、同中間まとめに至りましたこと、大変嬉しく思います。
　中間まとめにおいて、「電子書籍の流通を増やす努力をする者、海賊版対策を行う者、著作者の意向を形にして流通させる者が権利の主体となるべきとの意見」が提示されており、その是非についての結論は不明確ながら、権利の主体については「現行の出版権を有している出版者に限られず、著作物を電子書籍として電子出版することを引き受ける者であれば権利の主体となれるようにすることが適当である」と結ばれております。この結論が、先の「電子書籍の流通を増やす努力をする者、海賊版対策を行う者、著作者の意向を形にして流通させる者」つまり単なる電子的な流通事業者を許容する意味であるなら、賛同することができません。
　現行の出版者とは、出版物の企画や編集・制作など、いわゆる作品作りから、流通にいたるまで、出版行為のすべてを、責任とリスクを持って行っている者であり、それは電子書籍においてその元となる書籍であれ、あるいは電子書籍書下ろしのいわゆるボーンデジタルであれ、同様であるはずです。
　現状で配信事業者と呼ばれる業態は、書籍流通でいえば書店や流通の機能のみを担う者で、この者は、電子書籍の元となる作品作りに携わっておりません。

　権利の主体は、電子書籍における出版行為のすべてを、責任とリスクを持って行う者であれば、既存の出版社に限ることなく、さらには配信事業者に限ることもなく、その者がなり得ると考えます。最近ではボーンデジタルでの出版事業のみ行っている者もあり、出版者が増えていくことは、実に喜ばしいことです。
　出版者の役割、機能をご理解いただいた上、適切な主体の定義を望みます。
　（２）　一体的設定の是非
（中間まとめ２０頁から２２頁）
　一体的設定は、海賊版の流布蔓延を未然に防ぎ、紙の書籍と電子書籍の同時刊行を促進する効果的な方法論です。

　読者は読者自身が望む出版形態での読書を行います。このことは、日本の出版史上、電子書籍が誕生する前から変わりなく、単行本、文庫本、新書本など、同じ作品であっても、様々な判型が存在し、読者は好みの利用形態を選択しています。様々な版型が存在しながら「本としての機能」は同じであり、相互に市場を共有しているからこそ、ひとつの作品について出版者に独占的利用の地位を与えるのが出版権の理念ではなかったでしょうか。
電子書籍も読者の要望する一つの判型と考えるべきです。パッケージする制作プロセスにおいて、紙も電子も特段の違いはありません。読者のニーズに合わせてひとつの作品を、様々な利用形態で送り届けるのが出版者の使命と考えます。
　電書協調べで、出版社が制作する電子書籍の約97％が自社の紙媒体の出版物をベースとしていることが、小委員会で報告されています。最終的なアウトプットが印刷であるか電子版であるかの違いの他は、制作プロセスに特段の違いがないのですから、この結果は至極当然であり、出版権が一体的設定であることが実務にも整合的であることの証左であると考えます。また、近年では大手出版社が中心となって、紙の書籍と電子書籍の同時刊行も積極化しており、一体的設定が前提となれば、電子書籍においてもより一層の新刊作品の充実が期待されます。

　また、中間まとめによれば、一体的設定でない場合、紙の出版者はインターネット上の海賊版に対して禁止権を行使しえないことになっており、結局、インターネット上の海賊版行為を放置することになりかねません。
実務面、海賊版対策、どちらも一体的設定が是であることは、ごく自然です。
もちろん、著作物の利用許諾の最終的な判断は著作権者にあり、また様々な事情から出版者が、電子書籍について、あるいはボーンデジタルの場合は紙の書籍について、出版の責任を引き受けられない場合があることも想定せざるをえません。したがって、上述の一体的設定は絶対的なものではなく、あくまでもデフォルトルールとして規定されるべきであると考えます。
◆第４章　電子書籍に対応した出版権の整備について

　第３節　権利の内容

　第３項　「特定の版面」に対象を限定した権利の付与の是非

　（２）　小委員会における検討

　　②　　出版物（特に雑誌）をデッドコピーしたインターネット上の海賊版対策

（中間まとめ２６頁から２８頁）

　中間まとめでは、海賊版対策は電子書籍に対応した出版権によって、著作者と出版者との間の契約に基づいて対応されるべきとされました。しかし、出版権の一体的設定を前提とした運用でないかぎり、制度の手助けがないまま、紙の出版者はインターネット上の海賊版に立ち向かわざるをえなくなります。
特にインターネット上の海賊版被害が大きい雑誌について、様々な柔軟な対応案が提示されていますが、およそ実務と乖離しており、雑誌の侵害対策は事実上放置されたままであるように見えます。

　また、中間まとめでは否定的な結論である「みなし侵害規定」の創設も、学識者委員の中には肯定的な意見も存在し、海賊版対策にも有用である効果的な方法論です。もっと前向きな議論の継続を望みます。
◆第４章　電子書籍に対応した出版権の整備について
　第４節　出版権者による再許諾
　第２項　電子書籍に対応した出版権に係る再許諾の在り方

（中間まとめ２９頁から３０頁）
　電子書籍においては、事業者への配信の再許諾は契約上不可欠です。しかし、中間まとめでは、電子書籍の配信に係る再許諾に際して、著作権者の関与を認めることが適当であるとされており、実務上の懸念が想定されます。
　電子化の許諾そのものは、著作権者の意向が第一でありその許諾なしには行なえませんが、非常に多く存在する電子書店や契約後に開設された電子書店への再許諾について、全て著作権者の承諾を得ることが義務付けられれば、電子配信実務は膨大な作業を強いられ、電子書籍の流通を大きく阻害し停滞させるであろうことが容易に想像されます。電子書籍の配信が、書籍流通でいえば書店や流通機能であり、書籍流通において取次会社や書店への委託の是非を著作権者に伺うという例は聞いたことがなく、また著作権者もそれを期待しているとも思えません。同様に、電子書籍の配信において一書店ごとに著作権者に許諾を得ることは、現実的に不可能と思われます。　

　一方、紙の書籍における再許諾まで含めた法改正は別問題です。中間まとめにおいても、特に深く検討されないまま、ただ「単行本の他社での文庫化」という現象面からの拙速に結論が導かれたように見えます。紙の出版物について安易に再許諾を認めた場合、「出版することを引き受ける」という出版権最大の義務を形骸化させ、著作権ブローカーのような存在を許す余地が生まれかねません。また、親本の出版権の消滅によって、再許諾された他社の文庫がその出版の根拠を失うというような事態も想定され、出版実務の混乱を招きかねません。

